
 

若若者者のの自自殺殺対対策策をを推推進進すするるたためめのの地地域域ネネッットトワワーーククのの構構築築  

北多摩西部保健医療圏 

実 施 年 度  開始  令和６年度、   終了（予定） 令和７年度 

背 景 

・全国の小中高生の自殺者数は、近年増加傾向が続き、警察庁自殺統計によれば、
令和６年は５２９人、令和７年は５３８人となり過去最多を更新している。自殺者
のうち、２０歳未満の割合について、令和５年は、全国で３．７％、東京都で４．
６％であるのに対し、当圏域では５．１％となっており、自殺者における若者の割
合が高い状況にある。 
・当所においては、圏域内の救命救急センターの精神科医師や、定時制・通信制高
校等からの生きづらさを抱えた若者についての相談が寄せられるようになってお
り、その中には複雑困難化した事例も散見され、地域ネットワークでの支援の必要
性が認識されていた。当所はこれまでも、圏域内における自殺対策関連施策の充
実・強化を目指し、圏域６市の自殺総合対策担当者連絡会を開催して各市での取組
の情報交換や情報共有を実施してきた。また、圏域６市を含む、地域の医療・教育・
行政・福祉の関係機関でもそれぞれの取組を実施してきている。しかし、生きづら
さを抱えた若者に対応し、若者の自殺対策をさらに推進するためには、まずは圏域
という広い視点で関係機関の現状を把握し、地域ネットワークでの支援を推進する
糸口が必要であるという課題認識に至ったことから本事業を実施することとした。 

目 標 
自殺対策に関わる地域関係者の連携の強化と相談ネットワークを構築し、生きづ

らさを抱えた若者に対しての包括支援を推進する。 

事 業 内 容  

（令和６年度実施内容） 
１ 地域関係者へのヒアリング 
２ 若者の自殺対策推進ネットワーク会議の設置・開催 
３ 地域関係者向けの自殺対策講演会の実施 
４ 若者に有効な情報発信についての検討 
５ 圏域６市自殺総合対策担当者連絡会における事例検討会の実施 
（令和７年度実施内容） 
１ 若者の自殺対策推進ネットワーク会議の継続開催 
２ 自殺未遂者支援のための地域実務者研修会の実施 
３ 「こまったときの伝えかたガイド」の作成と配布 
４ 圏域６市自殺総合対策担当者連絡会における事例検討会の実施 

評 価 

・本事業の実施を通して、生きづらさを抱えた若者たちの支援については、多機関・
多職種による多角的な視点でのアセスメントや支援が必要であること、連携につい
ては、支援者同士の顔の見える関係や相互理解・情報共有が重要であることを、地
域関係者の共通課題として共有することができた。 
・会議や講演会等の実施により、関係機関の新たなつながりの創出や顔の見える関
係の構築につながるとともに、相互理解や支援対応方法への理解が深まり、地域ネ
ットワークの強化と圏域内での支援力及び連携に対する意識の向上につながった。
個別事例の支援については、圏域各市の状況に応じたきめ細やかな対応が重要であ
るため、今後、地域性を活かしたネットワークの構築が必要である。 
・「こまったときの伝えかたガイド」を作成・配布し、これを活用した圏域内高校
２校での健康教育でアンケートを実施したところ、80％以上から「使ってみたい。」、
「今は必要ないが、困ったときは使ってみたい。」との回答が得られ、対象におけ
るニーズの高さが確認された。今後、配布した関係機関や高校での使用状況や意見
を確認しつつ、配布対象や内容の改善についてさらに検討していく必要がある。 
・本事業は、市町村連携課が中心となり実施したが、保健対策課からも様々な視点
からの提案や事業協力を得ることができ、庁内連携も深めることができた。 
・今後の取組として、地域の支援者のニーズを捉え、研修会の継続的な実施等を通
じて、多機関・多職種の支援者が顔の見える関係を構築する場を作ることで、圏域
全体における連携力及び支援力の向上につなげていく。 
・今後も、圏域各市における自殺対策ネットワーク推進・連携強化に向け、各市の
状況に応じた支援について検討を進めるとともに、本事業を通じて構築されたネッ
トワークを活かし、関係機関と連携しながら、若者の自殺対策に継続的に取り組ん
でいきたいと考える。 

問 合 せ 先 
多摩立川保健所市町村連携課企画調整担当・市町村連携担当 
電話 042-524-5171（内 1142）FAX 042-528-2777 
E-mail S1153305@section.metro.tokyo.jp  
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１１  事事業業背背景景  

（（１１））北北多多摩摩西西部部保保健健医医療療圏圏のの若若者者のの自自殺殺のの現現状状ににつついいてて  

全国の小中高生の自殺者数は、近年増加傾向が続き、警察庁自殺統計によれば、令和６年は５２９

人、令和７年には５３８人となり、過去最多を更新している（図１）。中でも、高校生の自殺者数が

小学生・中学生と比べて相対的に多く、全日制に比べ、定時制・通信制の自殺死亡率が高い傾向にあ

る。高校生の自殺の動機・原因については、健康問題、特に精神疾患に関する悩みや影響が大きいと

いう指摘がある※。また、自殺者のうち２０歳未満の割合について、令和５年は全国で３．７％、東

京都で４．６％であるのに対し、当圏域では５．１％となっており、自殺者における若者の割合が高

い状況にある（図２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（（２２））多多摩摩立立川川保保健健所所ににおおけけるるここれれままででのの取取組組状状況況  

当圏域には、立川市を中心に、定時制・通信制高校が多い。その一方で、精神科の病床数、外来及

び診療所数は、他圏域と比較して少ない状況である※。 

多摩立川保健所においては、近年、圏域内の救命救急センターの精神科医師や、定時制・通信制高

校等からの生きづらさを抱えた若者についての相談が寄せられるようになっており、その中には複雑

困難化した事例も散見され、地域ネットワークでの支援の必要性が認識されていた。 

当所はこれまでも、圏域内における自殺対策関連施策の充実・強化を目指し、圏域６市の自殺総合

対策担当者連絡会を開催して各市での取組の情報共有や意見交換を実施してきた。また、圏域６市を

含む、地域の医療・教育・行政・福祉の関係機関でもそれぞれの取組を実施してきている。しかし、

生きづらさを抱えた若者に対応し、若者の自殺対策をさらに推進するためには、まずは圏域という広

い視点で関係機関の現状を把握し、地域ネットワークでの支援を推進する糸口が必要である。 

こうした課題認識に至ったことから、本事業を実施することとした。 

 
  

２２  事事業業目目標標  

 以上の背景から、圏域内の生きづらさを抱えた若者が安心して自分らしく暮らすために、地域ネッ

トワークで支援していくことを目指し、以下の事業目標を設定した。 

 

 
  

３３  令令和和６６年年度度事事業業実実績績  

（（１１））地地域域関関係係者者へへののヒヒアアリリンンググ  

圏域内に定時制・通信制高校が多いことから、事業のターゲットを定時制・通信制高校の生徒に設

定し、地域の現状把握と課題抽出のため、立川市を中心とした若者の支援機関等１３機関（医療機関、

定時制・通信制高校、児童相談所、社会福祉協議会、NPO法人）にヒアリングを実施した。 

ヒアリングの結果、次の２点が地域課題として抽出された。 

１点目は、定時制・通信制高校の生徒は、対面で他者と話すことや自分の悩み・気持ちを言語化す

厚生労働省・警察庁「令和 7 年中における自殺の状況」より

多摩立川保健所作成 

(図１) (図

２) 

厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料（令

和５年）・令和５年自殺日集計」より多摩立川保健所作成 

※出典：令和 5 年 3 月 30 日厚生労働省自殺総合対策の推進に関する有識者会議資料 1-2「令和 4 年の「児童生徒の自殺」」 

 

※出典：東京都立多摩総合精神保健福祉センター「令和 6 年度版 東京都の精神保健福祉の動向 多摩地域編」 

 

自殺対策に関わる地域関係者の連携の強化と相談ネットワークを構築し、生きづらさを抱えた 

若者に対しての包括支援を推進する 
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ることが苦手な傾向があり、悩みの吐露や情報収集が SNS 中心となりやすいことから、相談につなが

りにくく孤立しやすい状況が見られたことである。２点目は、若者支援の関係機関は、互いの状況や

取組を十分に把握できていないことに加え、個人情報保護等により連携が進みにくく、結果として一

機関で抱え込んでしまう状況が見られたことである。 

これらの課題に対し、１点目については、生徒の悩みや気持ちの言語化をサポートする取組や、生

徒が安心して相談できるよう支援者の対応力向上が必要であり、２点目については、関係機関が相互

理解を深め、各機関の取組を踏まえた連携・支援へと転換していくことが重要である。以上の２点を

踏まえ、取組を進めることとした。 
 

（（２２））若若者者のの自自殺殺対対策策推推進進ネネッットトワワーークク会会議議のの設設置置・・開開催催（（表表１１）） 

ヒアリングを踏まえ、地域課題の共有や効果的なネットワークのあり方等について検討することを

目的として、新たに、圏域６市（自殺対策担当者・相談担当保健師）、医療機関、定時制・通信制高

校教員、児童相談所、社会福祉協議会、NPO 法人を構成員とする「若者の自殺対策推進ネットワーク

会議」（以下「ネットワーク会議」という。）を設置した。 

令和６年度はネットワーク会議を３回開催し、各機関における若者支援の取組や、相談があったと

きの対応方法等について共有し、関係機関同士の役割の理解を深めるとともに、各機関で感じている

課題やよりよい連携のあり方等について、意見交換を行った。 

（表１）ネットワーク会議の開催概要 

開開催催日日程程  主主なな内内容容  

第 1 回 

令和６年１０月４日 

○「定時制・通信制高校に通う生きづらさを抱えた高校生の支援と連携」 

をテーマに意見交換を実施 

第２回 

令和６年１２月２３日 

○「関係機関同士の役割の理解」をテーマに意見交換を実施 

○子ども・若者が安心して気持ちを出せるコミュニケーションツール（予防の

ための普及啓発媒体）について意見照会 

○都の自殺対策の取組について、保健政策部健康推進課から事業紹介 

第３回（書面開催） 

令和７年３月 

○事業報告 

○子ども・若者の言語化をサポートするガイドブックについて意見照会 
  

（（３３））地地域域関関係係者者向向けけのの自自殺殺対対策策講講演演会会のの実実施施（（表表２２）） 

圏域での支援力の向上と、関係機関同士の役割の理解及び連携強化を目的として、圏域内の定時

制・通信制高校の関係者（教員・その他支援関係者）を対象とした講演会を実施した。圏域内定時制・

通信制高校（協力施設含む）、ネットワーク会議関係機関（６市、社会福祉協議会、NPO 法人、児童相

談所、保健所）等に周知し、当日は２９名の参加があった。参加者からは、他機関の視点や活動を知

ることができた、他機関に積極的にアプローチしていきたい等の前向きな感想が多数聞かれ、関係機

関同士の相互理解や、連携に対する意識向上につなげることができた。 

（表２）自殺対策講演会の概要 

テテーーママ  生きづらさを抱えた若者を“ひとり”にしない！ 

～みんなが自分の未来を描けるような伴走型支援と地域ネットワークの強化に向けて～ 

日日  時時  令和７年２月１４日（金）午後２時から午後５時まで 

※講義のみ後日、都保健所 YouTube チャンネルでアーカイブ配信（限定公開） 

内内  容容  １部 講義 臨床現場における子ども・若者の自殺の現状と支援について 

講師：安藤 久美子 医師（東京科学大学准教授・精神科医）  

２部 グループワーク テーマ：事例から地域の支援機関でできることを考える 
  

（（４４））若若者者にに有有効効なな情情報報発発信信ににつついいててのの検検討討  

アア  定定時時制制・・通通信信制制高高校校生生へへののイインンタタビビュューーのの実実施施  

 若者に有効な情報発信についての検討にあたり、ネットワーク会議委員である認定 NPO 法人育て

上げネットに協力を依頼し、定時制・通信制高校の生徒に、若者に有効な情報発信についてのイン

タビューを実施した。インタビューでは、「おおごとにされたくない。」、「頼ってもいいというメッ

セージが伝わるものがいい。」、「相談の時の“言うことテンプレート”は欲しい人がいると思う。」

等の様々な意見が寄せられた。 

イイ  子子どどもも・・若若者者のの言言語語化化ををササポポーートトすするるガガイイドドブブッックク案案のの作作成成及及びびアアンンケケーートトのの実実施施  

 アで実施したインタビューの内容を踏まえ、子ども・若者の言語化をサポートし、必要な支援に
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つなげることを目的としてガイドブック案（こまったときの伝えかたガイド）を作成した。作成に

あたっては、①生徒が手に取りやすく、使ってみようと思えるもの、②生徒の相談のハードルを下

げるとともに、援助希求力を上げるもの、③生徒が地域の居場所や相談先を知ることができ、実際

につながるきっかけとなるもの、の３点を検討のポイントとした。  

①については、表紙で内容が分かるようにした方がいいというインタビューでの意見を踏まえ、

タイトルを「こまったときの伝えかたガイド」とした。また、手に取った人の気持ちに寄り添う表

現やデザインを意識した。 

②については、言語化できない気持ちや状況を整理できるよう、イラストや選択肢から選ぶ形式

とした。選択肢には、ハイリスク者にもアプローチできるよう「死にたい」、「自分を傷つけてしま

う」といった言葉も加えた。また、「なんと声をかけたらいいかわからない。」という声が多かった

ことから、実際に他者に声をかけるときの具体的な言葉を例として掲載した。 

③については、当所及び圏域各市のホームページに加え、悩みの状況に応じた相談先の検索や診

断ができるインターネットサイトも掲載した。 

作成したガイドブック案について、東京都立砂川高等学校（定時制）１年生にアンケートを実施

したところ、回答者のうち約９割がこのガイドブックを「手に取ってみようと思う。」と回答した。

また、「自己分析がしやすい。」、「相談するきっかけになる。」、「自分の気持ちを伝える時にかける

言葉などが書いてあるので、使える時に使いたい。」等の肯定的な意見が寄せられたことから、引

き続き、この案を基に作成を進めることとした。 
 

（（５５））圏圏域域６６市市自自殺殺総総合合対対策策担担当当者者連連絡絡会会ににおおけけるる事事例例検検討討会会のの実実施施（（表表３３））  

前述のとおり、当所では、かねてより、圏域６市の自殺対策担当者を集めた自殺総合対策担当者連

絡会を開催していたが、圏域内での支援力・課題解決力を強化することを目的に、各市の実際の事例

に基づく事例検討会を実施した。 

（表３）圏域６市自殺総合対策担当者連絡会の開催概要 

開開催催日日程程  主主なな内内容容  

令和７年３月４日 ○事例検討会（事例提供市：立川市・武蔵村山市） 

 ファシリテーター：東京都女性相談支援センター 柴﨑 喜久代 医長 

○情報共有・意見交換  

テーマ：各市の現状と課題及び来年度の自殺対策事業等について 
  

４４  令令和和７７年年度度事事業業実実績績  

（（１１））若若者者のの自自殺殺対対策策推推進進ネネッットトワワーークク会会議議のの開開催催（（表表４４））  

 令和７年度は、ネットワーク会議を２回開催した。 

（表４）ネットワーク会議の開催概要 

 
第１回では「支援者同士の一歩踏み込んだ連携」をテーマ

に、三次救命救急センターや高校における若者の自傷・自殺

の現状や、各機関の連携につながる取組等について情報共有

を行った。これにより、医療・教育・保健・福祉等の様々な

機関が関わり、多角的な視点でアセスメントや支援を行うこ

とが重要であり、各機関の立場や視点の違いは連携の利点で

ある一方、障壁ともなり得ることから、お互いの違いを認識

し、共有することが必要であるという理解が得られた。 

開開催催日日程程  主主なな内内容容  

第１回 

令和７年９月２６日 

○「支援者同士の一歩踏み込んだ連携」をテーマに、以下について情報共有 

１「東京都こころといのちのサポートネット」事業について 

２ 三次救命救急センターにおける自殺未遂者の現状と自殺未遂者等支援拠点医

療機関整備事業について 

３ 各機関における取組について 

○「こまったときの伝えかたガイド」について意見照会 

第２回 

令和８年２月２７日 

○事業実施報告及び事業のまとめ 

○令和８年度の取組、２年間の事業の感想・意見等について情報共有・意見交換 

会議の様子 
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「こまったときの伝えかたガイド」 

保健所ホームページ掲載リンク 

第２回では、保健所から２年間の取組について報告し、委員からは、「若者の自殺の現状やこれま

であまり関わりのなかった機関（医療・教育等）の実情について知ることができた。」、「顔の見える

関係ができた。」、「会議でできたつながりにより、実際の生徒の支援のために協力してもらうことが

できた。」といった前向きな感想が聞かれた。また、本事業終了後の取組について「ケースワークを

通じてネットワークは広がっていくため、会議終了後も個別ケースの支援を通じてつながりを深めた

い。」、「自殺未遂者支援も大事だが、自殺未遂に至る前に根本的な原因を解決していく必要がある。

もっと学校現場に積極的に関わってほしい。」といった意見があがった。  
  

（（２２））自自殺殺未未遂遂者者支支援援ののたためめのの地地域域実実務務者者研研修修会会のの実実施施（（表表５５））  

圏域での連携力・対応力の向上と、関係機関の自殺未遂者支援や地域連携についての理解を深める

こと、また、地域での顔の見える関係づくりを目的として、独立行政法人国立病院機構災害医療セン

ター（以下「災害医療センター」という。）及び立川市との共催により、自殺未遂者支援のための地

域実務者研修会を実施した。本研修会は、自殺対策や若者支援にかかわる地域関係者（医療機関、中

学・高校教員等の教育機関、市や児童相談所等の行政機関、社会福祉協議会、NPO 法人等）を対象と

し、４７名の参加があった。参加者へのアンケートでは、「希死念慮を持つ人への対応の仕方を知る

ことができた。」「本人の背景と向き合い信頼できる支援者に

なりたい。」、「様々な機関、職種の視点を知ることができた。」、

「他機関ともっと連携していきたい。」等の回答がみられた。

その他、他職種の話をもっと聞きたい、グループワークの時

間が多く欲しいといった声があがっており、地域において支

援者同士の情報共有、意見交換の場（顔をつなぐ場）が求め

られていることがわかった。 

（表５）自殺未遂者支援のための地域実務者研修会の概要 

テテーーママ  自殺未遂者支援と連携のための実践 ～地域でつながる！子どもから大人まで～ 

日日  時時  令和７年１２月１２日（金）午後１時３０分から午後５時まで 

内内  容容  ○講義１ 自殺の現状とリスクを見逃さないための基礎知識 

 講師：張 賢徳 医師（国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所所長） 

○講義２ 地域支援と多職種連携の実践、リスク評価演習 

 講師：臼杵 理人 医師（災害医療センター救急救命科医長） 

○架空事例を用いた多職種でのグループワーク（１事例目壮年男性、２事例目女子高校生） 
  

（（３３））「「ここままっったたととききのの伝伝ええかかたたガガイイドド」」のの作作成成とと配配布布  

 ネットワーク会議委員からの意見や、高校生へのインタビュー・アンケートの回答等を踏まえ、前

年度に引き続き、「こまったときの伝えかたガイド」を作成した（図３）。 

 令和６年度に検討のポイントとしてあげた３点に加え、支援者が生徒の支援に使うことができるも

のともなるよう意識して検討を進めた。また、手に取った高校生に受け入れてもらいやすいものとす

るため、現場の支援者や高校生の声を参考に、デザインや言葉遣いを工夫するとともに、よりスムー

ズに自分の気持ちや状況を整理し、具体的に他者に伝えることをイメージできるよう、構成順の変更

や選択肢の追加を行った。さらに、言葉にすることが難しい場合であっても、他者に伝えるためのツ

ールとして活用されることを期待し、「言葉で伝えることが難しい場合には、このガイドブックをそ

のまま伝えたい相手に渡してください。（渡された方、丁寧にお話を聞いてください）」という表記を

追加した。 

作成したガイドブックは、ネットワーク会議委員、圏域各市社会福祉協議会、圏域内に所在する定

時制・通信制高校の４２機関に配布した。特に定時制・通信制高校に

ついては、配布対象の学校を訪問し、趣旨を説明した上で生徒への配

布や活用を呼びかけた。 

 また、圏域内定時制・通信制高校２校での健康教育において、この

ガイドブックを活用した。アンケートでは、回答者の約９割が、この

ガイドブックを「使ってみたい」、「今は必要ないが、困ったときには

使ってみたい」と回答し、「思った事を言葉にするのが苦手なので、

困った時は使ってみたい」といった前向きな感想が得られた。 

グループワークの様子 
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（図３）「こまったときの伝えかたガイド」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

（（４４））圏圏域域６６市市自自殺殺総総合合対対策策担担当当者者連連絡絡会会ににおおけけるる事事例例検検討討会会のの実実施施（（表表６６））  

令和６年度に引き続き、圏域６市自殺総合対策担当者連絡会において、事例検討会を実施した。こ

の事例検討を通して、「死にたい」という言葉の背景を解きほぐすことの重要性や、支援者同士でア

セスメント・支援目標を共有することの重要性、また、支援者が疲弊しないためにも、一人で抱えず

組織で共有することの必要性を共有するとともに、圏域の支援力・課題解決力の向上につながるよう

具体的な対応方法の検討を行った。 

（表６）圏域６市自殺総合対策担当者連絡会の開催概要 

開開催催日日程程  主主なな内内容容  

第１回 

令和７年５月２２日 

○事例検討会（事例提供市：昭島市・東大和市） 

 ファシリテーター：国立駅前やすらいクリニック 安來 大輔医師 

○情報共有・意見交換 テーマ：今年度の自殺総合対策の取組等について 

第２回 

令和７年１１月１３日 

○事例検討会（事例提供市：国分寺市・国立市） 

 ファシリテーター：国立駅前やすらいクリニック 安來 大輔医師 

○情報共有・意見交換 テーマ：連携について 
  

５５  評評価価  

本事業の実施を通して、生きづらさを抱えた若者たちの支援については、多機関・多職種による多

角的な視点でのアセスメントや支援が必要であること、連携については、支援者同士の顔の見える関

係や相互理解・情報共有が重要であることを、地域関係者の共通課題として共有することができた。 

また、ネットワーク会議や講演会等を実施したことで、関係機関の新たなつながりが生まれるとと

もに、顔の見える関係の構築につながった。さらに、その中での事例検討・情報共有・意見交換によ

り、関係機関の相互理解や支援対応方法への理解が深まり、地域ネットワークの強化と圏域内での支

援力及び連携に対する意識の向上につながったと考えられる。 

本事業は、圏域という広い視点で取り組んだが、個別事例の支援については、圏域各市の状況に応

じたきめ細やかな対応が重要であるため、地域性を活かしたネットワークの構築が必要である。 

「こまったときの伝えかたガイド」については、高校生から「困ったときは使ってみたい」との肯

定的な反応が得られており、対象におけるニーズの高さが確認された。今後、配布した関係機関や高

校での使用状況や意見を確認しつつ、配布対象や内容の改善について検討していく必要がある。 

さらに、本事業の実施については、市町村連携課が中心となったものの、保健対策課からも現場の

状況を踏まえた様々な視点からの提案や事業協力を得ることができ、庁内連携も深めることができた。 
 

６６  今今後後のの取取組組  

 自殺対策基本法の改正に伴い、今後、若者の自殺対策においては、関係機関によるネットワークの

推進及び連携強化が一層求められるものと考えられる。 

こうした状況を踏まえ、当所では、地域の支援者のニーズを捉え、研修会の継続的な実施等を通じ

て、多機関・多職種の支援者が顔の見える関係を構築する場を作ることで、圏域全体における連携力

及び支援力の向上につなげていく。 

あわせて、圏域各市における自殺対策ネットワークの推進・連携強化に向け、各市の状況に応じた

支援について検討を進める必要がある。 

本事業を通じて構築されたネットワークを活かし、今後も関係機関と連携しながら、若者の自殺対

策に継続的に取り組んでいきたいと考える。 

具体的な伝えかたを

考えるためのページ 

相談先をさがす

ためのページ 自分の気持ちや状況を

整理するためのページ 表紙 
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